
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

2 3 . 3 . 3 1
2 2 . 3 . 3 1
増  減  率

62,482 人
人
％

53,700
16.4

62,670 人
人61,551

1.8 ％

１７ 年 国 調区 　 分

377

1.4
第 １ 次

第 ２ 次
7,880

29.8

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

1.7

427

8,110

33.0

第 ３ 次
17,901

67.8

15,686

63.7
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

8,083,630

32,105 0.2

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

35.63

1,754

32,105 0.3
14,609 0.1

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

2244

守谷市

市 町 村 類 型 Ⅱ－３

地方交付税種地 2 - 6

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

10,639,245 54.9 9,924,608 88.6
204,499 1.1 204,499 1.8

14,609 0.1
5,622 0.0

459,137 2.4 459,137 4.1
- - - -
- - - -

45,190 0.2 45,190 0.4
- - - -

125,850 0.6 125,850 1.1

417,287 2.2 211,527 1.9
211,527 1.1 211,527 1.9
205,760 1.1 - -

11,943,544 61.6 11,023,147 98.4
10,916 0.1 10,916 0.1

229,503 1.2 - -
117,047 0.6 36,436 0.3
27,458 0.1 - -

2,542,075 13.1 - -
- - - -

874,165 4.5 - -
445,828 2.3 131,217 1.2
115,065 0.6 - -

1,258,542 6.5 - -
676,825 3.5 - -
709,985 3.7 1,469 0.0
428,900 2.2 - -

19,379,853 100.0 11,203,185 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

9,924,608

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

9,924,608 93.3 132,034

93.3 132,034
5,126,168 48.2 132,034

90,353 0.8 -
4,059,972 38.2 -

-

165,236 1.6

-

-
810,607

-

7.6 132,034

-

4,380,622 41.2

-

4,368,146 41.1

-

67,717 0.6
350,101 3.3

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

714,637 6.7

714,637 6.7
- - -
- - -

714,637 6.7 -

132,034

指 定 団 体 等

児童手当及び子ども手当
特 例 交 付 金

低 開 発

旧 産 炭

山 振
5,622

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現 在 高

財 政 再 生
指数表選定

財 源 超 過

58,853 0.3

×

×

×
0.1

×

58,853

○

×

×

×

-

×

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 2 2年度 (千円 ) 平成 2 1年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

19,379,853 17,896,300
17,891,156 16,395,446
1,488,697 1,500,854
776,107 445,665
712,590 1,055,189
-342,599 75,606
333,258 7,145

- 185,981
1,095,425 -
-1,104,766 268,732

平成２２年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

297 1,012,473 3,409

16 47,680 2,980

- - -

- - -

- - -

297 1,012,473 3,409

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

○

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 15.04.01 8,000

副市区町村長 1 15.04.01 6,460

収 入 役 - - -

教 育 長 1 15.04.01 6,040

議 会 議 長 1 15.04.01 4,300

議 会 副 議 長 1 15.04.01 3,970

議 会 議 員 18 15.04.01 3,670

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 3,241,334 18.1 2,925,302 2,823,532 24.4
う ち 職 員 給 1,891,595 10.6 1,689,026 - -

扶 助 費 3,096,806 17.3 872,582 864,337 7.5
公 債 費 1,906,988 10.7 1,899,245 1,899,245 16.4

元 利 償 還 金 1,906,985 10.7 1,899,242 1,899,242 16.4
一 時 借 入 金 利 子 3 0.0 3 3 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

8,245,128 46.1 5,697,129 5,587,114 48.3
2,795,200 15.6 2,241,904 1,906,043 16.5

維 持 補 修 費 209,032 1.2 142,009 141,717 1.2
補 助 費 等 3,511,195 19.6 3,225,795 1,926,268 16.6

うち一部事務組合負担金 1,689,775 9.4 1,687,992 1,561,326 13.5
繰 出 金 1,096,544 6.1 1,000,341 712,298 6.2
積 立 金 353,314 2.0 7,701 - -
投資・出資金・貸付金 36,679 0.2 14,091 - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

1,644,064 9.2投 資 的 経 費 652,191
23,057 0.1う ち 人 件 費 23,057

1,643,499 9.2普 通 建 設 事 業 費 651,626

0.5

3.5
1,009,968 5.6 626,846

災 害 復 旧 事 業 費

627,632 18,881

565 0.0 565
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

17,891,156 100.0 12,981,161

内
訳

経常経費充当一般財源等計

88.7

千 円

経  常  収  支  比  率

14,469,858

％ ％

13.1

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成21年度 (千円)

14.6

7,640,126

うち減収補 債(特例分)

議 会 費
区  分 決 算 額 (Ａ)

181,304
構成比

1.0

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

181,304
総 務 費 3,151,928 17.6 71,342 2,592,373
民 生 費 5,336,165 29.8 67,148 2,792,027

1,462,000衛 生 費 8.2 2,590 1,280,181
労 働 費 79,676 0.4 - 110
農 林 水 産 業 費 159,633 0.9 12,492 148,998
商 工 費 71,195 0.4 - 63,131
土 木 費 1,887,392 10.5 693,862 1,262,413
消 防 費 945,178 5.3 - 934,673
教 育 費 2,709,132 15.1 796,065 1,826,141
災 害 復 旧 費 565 0.0 - 565
公 債 費 1,906,988 10.7 - 1,899,245
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

10,592,721

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 17,891,156 100.0 1,643,499 12,981,161

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

1,231,588

113,969

44,215

-

-

381,045

692,359

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 126,948

再 差 引 収 支 96,363

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 7,818

被 保 険 者 数 ( 人 ) 14,704

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 99

国 庫 支 出 金 66

保 険 給 付 費 201

区 　 　 　 分 平成22年度 (千円)

11,307,151

基 準 財 政 収 入 額 7,877,132
基 準 財 政 需 要 額 8,088,659
標 準 税 収 入 額 等 10,279,520
標 準 財 政 規 模 11,314,740
財 政 力 指 数 1.02
実 質 収 支 比 率 6.3
経 常 一 般 財 源 等 比 率 99.0
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 2,988,343
減  債 1,817
特 定 目 的 1,753,287

地 方 債 現 在 高 14,869,389
（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 4,124,647
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 880,757
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 374,322
徴
収
率

現
年

計
98.5 95.7
98.7 95.5
98.3 95.6

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

1.05

債
務
負
担
行
為
額

21

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
373,000 1.9 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

10,639,245

- -

100.0

9.3
96.1

-

7.5

0.1 16.1
2,926,481

1,814
1,863,831

16,019,808

の 指 定 状 況

9.6実質公債費比率(％)

4,468,735
-

872,840
-
-

374,068
98.5 95.5
98.4 95.5
98.5 95.4

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

10,273,440

91.7

旧 新 産

旧 工 特

減収補 特例交付金 66,997 0.3 66,997 0.6


